
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地形状図 

 

 

 

 

 

 

 

標高：約 40ｍ 

 

敷地面積      ※図面上計測 約 3.5ha 

人口重心からの距離  ※直線距離 約 0.6km 

バス路線との位置関係 ・県道 190号線（平良新里線）に接道 

・市道中央縦線に接道 

空港からの距離 約 3.3km 

港からの距離 約 3.1km 

主要公共施設との位置関係 

(半径 1km圏に位置する施設) 

・宮古島警察署 

・宮古島市消防本部 

・沖縄県宮古合同庁舎（旧 宮古支庁） 

津波浸水想定区域 津波浸水想定区域外 

液状化の危険性 かなり低い（PL=0） 

緊急輸送道路との位置関係 第 1次緊急輸送道路に接道 

防災拠点との位置関係 

(半径 1km圏に位置する施設) 

・宮古島警察署 

・宮古島市消防本部 

・沖縄県宮古度合同庁舎（旧 宮古支庁） 

・富名腰公民館 

・うむやすみゃあす・ん診療所 

・腰原公民館 

土地所有状況 国有地 

都市基盤整備状況 上水道：整備済み 

下水道：計画区域内（隣接地まで整備済み） 

 

宮古島市総合庁舎整備事業 基本計画【概要版】 

 

総合庁舎建設にあたり、市民意向を基に総合庁舎の基本的な考え方をまとめた「宮古島市総合庁舎整備事業基本構

想（平成 29年 8月）」を策定しました。また、建設位置については「宮古島市庁舎等建設委員会」の答申を受け、消

防本部の北側へ移転する方向性を提示、その後、平成 29 年第 5 回宮古島市議会 9 月定例会において、市役所の位置

を定める条例改正が可決され、消防本部の北側（基本構想における候補地 D）への移転が決定しました。 

これまでの経緯、基本構想の内容を踏まえ、建設計画や構造、設備計画、概算工事費等、総合庁舎の建設に向けた

より具体的な計画を示すため「宮古島市総合庁舎整備事業基本計画」を策定します。 

総合庁舎建設にあたり 

 

建設地の概要 

 

消防本部 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針 具体的な建築計画 

１）使いやすい総合庁舎 

高齢者や障がい者及び外国人や子ども連れなど誰もが利用しやすい施

設とします。 

①高いアクセス性の確保 

②ユニバーサルデザインの導入 

③来庁者が利用しやすい部門配置 

④市民協働によるまちづくりを促す情報発信機能の整備 

２）安心と信頼のある総合庁舎 

通常時・災害時ともに安心し信頼できる機能の構築を行います。 

①庁舎内のセキュリティ 

②防災拠点 

③安心・安全な庁舎機能 

④防災通信施設の整備 

３）多様で新たなニーズに対応できる

機能的な総合庁舎 

円滑で効率的なサービスが可能な空間構成の構築を行います。 

①新時代への対応 

②保健センターの併設 

４）シンプルで経済的な総合庁舎 

総合庁舎はライフサイクルコスト低減の観点から、省エネ及び建物の

長寿命化をはじめとする環境配慮型の施設とします。 

①省エネルギーへの積極的な取り組み 

②維持管理を容易とする計画 

 土地利用の検討 

 

 建築計画 

 

施設構成は、総合庁舎・保健センター・来庁者駐車場・公用車駐車場・車庫・市民広場・緑地とします。保健セン

ターの駐車場は総合庁舎の駐車場と兼ねて敷地利用効率に配慮します。また、議会部門は、併設する保健センター棟

の上部に配置し、行政部門と一体性を図りつつ、独立性を確保します。 

【配 置】 

・各種機能の機能的配置並びに将来建替え等を見据えて、

敷地は東側の民有地を含む形状とします。 

・市民広場が不整形にならないよう、また将来の建替えに

配慮する事とし、建物は南北軸配置とします。 

【階 数】 

・市民の利便性（窓口部門を 1階に集約）、周辺景観に配慮

した 3階建てとします。 

【延床面積】 

・総務省「地方債事業費算定基準」の算定に基づき、施設の

延床面積は、約 20,300 ㎡とします。 

基本構想で求められた必要機能の具現化を目的として建築計画を整理します。 



 

 

 

  

 空間構成 

ki 

 

総合庁舎および保健センターは、市民や市外からの人々が施設を利用するため、多様な意見に柔軟に対応する事

が可能な施設構成の庁舎として計画します。 

 

※基本計画段階での空間構成図であり、確定したものではありません。今後、設計段階で変更する可能性があります。 

市民と行政の接点である窓口部門

は 1階に集約します。 

1 階には複数の出入り口を設け、来庁者

駐車場からの動線や保健センターとの

連絡に配慮します。 

議会部門は独立性に配慮し、

併設する保健センター棟の

3階に配置します。 

執行部門に関連する一般事

務部門を 2階に配置します。 

職員動線と来庁者動線を明確

にし、庁舎内のセキュリティに

配慮します。 

あらゆる業務に

柔軟に対応出来

る執務空間を構

築します。 

市民が利用しやすい傍聴席

を配置します。 

議会部門に係る議会諸室は

議場に隣接して配置します。 

ゆとりのあるエントランス空間や市民

が利用しやすい場所に情報・展示コーナ

ーを設置します。閉庁時の市民活動にも

利用可能なエリアとし、市民サービスの

向上を図ります。 



 

 

 

 

項目 概算費用 備考 

建築工事費 8,010,000 千円 設備工事含む 

造成工事費 62,000 千円  

外構工事費 270,000 千円  

用地取得費 565,000 千円 消費税非課税 

合計 8,907,000 千円  

 概算費用 

 

 

今後、平成 32年度の合併特例債発行を期限として、設計から移転・開庁までのスムーズな事業推進が必要となり

ます。 

 事業スケジュール 

 

宮古島市 企画政策部 振興開発プロジェクト局 

〒906-0012 沖縄県宮古島市平良字西里 187 番地 

TEL:0980-72-3751 

概算工事費の算出は、平成 29 年秋時点の積算単価を採用していま

す。今後は、財政事情等を考慮し、可能な限り縮減に努めていく事と

します。 

庁舎の財源としては、主に合併特例債と庁舎基金を活用します。合

併特例債は返済金額の内、元金と利子の 70％が国から地方交付税とし

て算入される有利な市債です。財源については、設計段階での費用の

精査と併せ、市の負担軽減に努めます。 

－概算費用－ 

－財源計画－ 

▶詳しくは、宮古島市ホームページにて「宮古島市総合庁舎整備事業基本計画」をご覧いただけます。 

http://www.city.miyakojima.lg.jp/soshiki/shinkoukaihatsu/index.html 
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